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                                     資料２－５  

 

北海道産業振興条例（企業立地促進費補助金）の事業実績について 

 

■ポイント 

 

 

 

 

 

１． 補助金の交付実績 

前回見直した平成23年度から平成27年度までの補助金の交付実績は、116社で約61億円となっ 

ており、年度平均では、23社で約12億円となっているが、企業立地件数の増加に伴い、今後、増加が見 

込まれている。 

※平成24年度には、旧条例分１社（雇用増25人、補助金交付額312,500千円、道外企業、新設、

胆振、化学工業）が含まれている（２～４に同じ）。 

 

２．道内・道外企業別、新設・増設別の交付実績 

○ 企業数では、新設が約４割、増設が約６割となっている。 

内訳は、①道内企業の増設(52社)、②道外企業の新設(28社)、③道外企業の増設(19社)、④道内企

業の新設(17社)の順となっている。 

○ 雇用増の人数（全数）では、増設が新設をやや上回っている。 

内訳は、①道外企業の新設(689人)、②道内企業の増設(576人)、③道外企業の増設(280人)、 

④道内企業の新設(85人)の順となっている。 

○ 雇用増の人数（１社当たり）では、新設が増設の約1.4倍となっている。 

内訳は、①道外企業の新設(24.6人)、②道外企業の増設(14.7人)、③道内企業の増設(11.1人)、 

④道内企業の新設(5.0人)の順となっている。 

 ○ 補助金交付額（全数）では、新設が約６割となっている。 

内訳は、①道外企業の新設(26.6億円)、②道内企業の増設(18.1億円)、③道内企業の新設(11.5億 

円)、④道外企業の増設(5.0億円)の順となっている。 

 ○ 補助金交付額（１社当たり）では、新設が増設の約2.6倍となっている。 

内訳は、①道外企業の新設(0.95億円)、②道内企業の新設(0.67億円)、③道内企業の増設(0.35億 

円)、④道外企業の増設(0.26億円)の順となっている。 

 補助金の交付実績は１０億円台で推移してきたが、今後、企業立地件数の増加に伴い、交付額の

増加が見込まれていることから、他府県の状況などを踏まえ、制度の見直しなどについて、他都府

県との競争力確保の面から検討をしていく必要がある。 
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※道内企業と道外企業は、本社所在地によるが、親会社が道内に子会社を設立して新増設を行った場合は 

道外企業としている。 

 

３ ．（総合）振興局別の交付実績  

 ○ 企業数では、①石狩が一番多く26社、②胆振が１６社、続いて③上川の１５社、④渡島の１４社、 

⑤空知の１１社の順となっている。 

○ 雇用増の人数でも、①石狩が一番多く358人、②上川が３４１人、続いて③胆振の309人、 

④空知と④釧路の１１９人のとなっている。 

○ 補助金交付額では、①胆振が一番多く約２３億円、②石狩が約１３億円、続いて③空知、④上川の約５

億円、⑤十勝、⑥オホーツク、⑦渡島の約４億円の順となっている。 
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４ 業種別の交付実績 

 ○ 企業数では、①食料品製造業が約４割を占め 45 社、続いて②新エネルギー供給業、②金属製品製造

業の９社、④輸送用機械器具製造業の８社の順となっている。 

○ 雇用増の人数では、①食料品製造業が約４割を占め574人、続いて②輸送用機械器具製造業の 

216人、③コールセンター業の210人の順となっている。 

１社当たりでは、①コールセンター業52.5人、②本社機能移転事業４１人、③情報サービス業 

３０人、④輸送用機械器具製造業２７人の順となっている。 

○ 補助金交付額では、①食料品製造業が約２割を占め約１４億円、続いて②輸送用機械器具製造業の約

１４億円、③新エネルギー供給業の約７億円の順となっている。 

１社当たりでは、①石油製品・石炭製品製造業の３億円、②輸送用機械器具製造業の約1.7億円、 

③データーセンター業の約1.5億円、④化学工業の約0.9億円の順となっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


